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1．はじめに

　周知のとおり、わが国の高齢化率は28．1％1）に達し、将来においても高齢化はより一層進む

ものと推計されている。それに伴い社会保障費2）は増加する一方、長年にわたった景気の落ち

込みによる税収の伸び悩みと経済対策の必要性によりわが国の財政は赤字基調が続いている。

このような慢性的な赤字基調により、わが国の債務残高対GDP比も上昇し、先進国の中でも

最悪の状況と評価されている。本稿では、わが国の財政赤字の大きな要因となっている社会保

障費の現状をサーベイするとともに、財政健全化の視点を中心にその課題について考察する。

　

2．社会保障費増大の背景～少子高齢化と人口の減少

　わが国の人口は、1970年代半ばより合計特殊出生率が人口置換水準3）を下回りはじめ、少

子化が進んできた。21世紀に入ってからも出生率（人口1000人あたり）の低下に歯止めがかか

らず、2015年の8．0から、2016年7．8、2017年7．6、2018年7．4と一貫して下がり続けており、合

計特殊出生率も、2005年の1．26を底として、1．4台へと持ち直したものの、2015年の1．45から

2018年まで0．01ポイントずつ低下し続けている（図表1）。2016年の出生者数は97万6978人と

1899年に統計を取り始めて以来、初めて100万人の大台を下回った。

　また一方で高齢化も進んでおり、高齢化率（総人口に占める65歳以上人口の割合）は、2015

年には25．1％と4分の1を超え、2018年10月1日現在28．1％に達していると推計されている

（図表2）。高齢化の進展は、粗死亡率を上昇させており、2000年代半ばに出生率（人口1000人
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あたり）が粗死亡率を下回る状況が出始め、それにより、総人口は2008年をピークとして徐々

に減少に転じている（図表2）。

　2017（平成29）年に国立社会保障・人口問題研究所が発表した「日本の将来推計人口（平成

29年推計）」4）によれば、日本の総人口は、2015年国勢調査による1億2709万人から50年後の

2065年には8808万人に、高齢化率は、2065年には38．4％にまで上昇するとし、更に2053年に

は総人口が1億人の大台を下回るとそれぞれ推計している。

図表１：わが国の出生率、粗死亡率、合計特殊出生率の推移
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（出所）厚生労働省「人口動態統計」より作成。
　　注）昭和47年以前は沖縄県を含まない。
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図表２：わが国の総人口及び高齢化率の推移

50.00

15歳～64歳人口

高齢化率

65歳以上人口

総人口

15歳未満人口

45.00

40.00

35.00

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

年

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

（単位：1000 人） （高齢化率：％）

0.00

5.00

1950 55 60 65 70 75 80 85 90 95 00 0605 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

3．社会保障費の現状

　このような高齢化の進展は、社会保障費を構成する年金・医療・介護などの費用の拡大に反

映されている。わが国の社会保障費は1997（平成9）年の69．7兆円から20年間で約1．7倍となり、

年金、医療もここ20年間でそれぞれ約1．5倍拡大している。また、2000（平成12）年に創設され

た介護保険制度により、介護対策費も拡大しており、2017年には10兆円の大台を超えている

（図表3）。今後も平均寿命の伸長及び高齢者人口の増大5）によって、これら費用も拡大してい

くと見込まれている6）。

　図表4は、1980年から2014年までの日本及び欧米先進国の社会支出（対GDP比）と高齢化率

の推移を5年間隔で示したものであるが、日本は、社会支出の対GDP比の水準こそ、イタリ

ア、ドイツ、フランスの水準を下回っているものの、高齢化率の高まりと共に社会支出の対

GDP比も高まってきたことが窺える。前述の今後の推計でみても、高齢化率と社会支出の対

GDP比は比例的に高まっていくことが見込まれる。

（出所）総務省統計局「人口推計」より作成。各年の10月1日現在の数値。
　　　　高齢化率は、65歳以上人口の全人口に占める割合。
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　このように増大する社会保障費は、わが国の財政に大きな影響を与えている。2019年度の

わが国の一般会計歳出総額（99兆4291億円）のうち、社会保障費のみで33兆9914億円と34．2％

を占めており、一般会計歳出総額から国債費7）と地方交付税交付金等を除いた「一般歳出」

（59兆9359億円）の56．7％と半分以上を占めている8）。

　1990年度当初予算では、一般会計歳出総額66．2兆円のうち、社会保障費は11．6兆円（17．5

％）であった9）ので、この約30年で絶対額で20兆円以上、比率では17％ポイント近く増大した

ことになる10）。

　一方で、一般会計歳入総額の約6割を占める「租税及び印紙収入」は、1990年に60兆円を

超えたものの、その後のバブル崩壊と経済成長率の低下もあって伸び悩み、財政赤字拡大の要

因となっている（図表5）。国及び地方の長期債務残高も1990年度の約266兆円（対GDP比

59％）から、2018年度の約1107兆円（対GDP比196％）と約4．2倍に拡大している11）。

図表３：わが国の社会保障費の推移
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計（平成29年度）」より作成。
　　　　資料元表では、介護対策は「福祉その他」に含まれている。



−213−

わが国の社会保障費の現状と財政健全化への課題について

図表４：社会支出対GDP比と高齢化率の推移の国際比（1980-2014）

図表５：租税及び印紙収入と経済成長率の推移
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（出所）租税及び印紙収入は、財務省「税収に関する資料」より、経済成長率は
　　　　IMF  “World Economic Outlook Database April 2019”より。

（出所）厚生労働省社会保障担当参事官室「社会保障の給付と負担の現状と国際比較」2009年
　　　　及び厚生労働省「社会保障制度等の国際比較について」2018年に基づき作成。
　　　　社会支出はOECD Social Expenditure Database（2019）、高齢化率はOECD Health Statistics
　　　　（2019）より。但し、日本の高齢化率（2014年）は、総務省統計局「人口推計」より。
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4．むすびにかえて

　本稿では、わが国の少子高齢化に伴い、社会保障費が拡大し、バブル崩壊後の経済の長期低

迷も相まって慢性的な財政赤字に基づく政府債務の増大が発生してきていることを改めて概観

した。財務省（2019）は、わが国の財政赤字について「⾼齢化に伴う社会保障費の増加を主因

とする歳出増に対して、それを賄う税収の不足が拡大することにより、生じている」12）と結論

付け、「財政健全化の課題は、社会保障制度の持続可能性の問題と表裏⼀体」13）、すなわち財政

の健全化なしに現在の社会保障制度を持続することはできないとしており、①潜在成長力を高

める構造改革・支え手減少への対応等、②社会保障のための税財源の確保（社会保障・税⼀体

改革）、③社会保障の伸びの抑制の3つを組み合わせた改革が必要であると主張している14）。

しかしながら特に③について、今後の社会保障、社会福祉が質量共に現在よりも劣るものと

なっていけば、国民の不満が高まる恐れもあり、政治的に難しい判断を迫られる場面も出てく

るだろう。

　北尾（2018）は、少子高齢化と社会保障費支出増による財政ひっ迫の問題について「長期的

なビジョンで取り組むべき課題」15）として、「標準支給開始年齢を70歳まで時間をかけて段階

的に引き上げ、選択により75 〜 80歳まで繰り下げ可能としてはどうか。同時に定年制を含む

年齢による雇用差別を禁じ、雇用流動化を促す改革を推進すべき」16）との政策提言をしている。

この点については、内閣府（2014）でも「経済成長と両立する財政健全化策」として、「年金支

給開始年齢引き上げについては、英国で財政健全化期間中の95年に女性の支給開始年齢の60歳

から65歳への引き上げを決定したが、この支給開始年齢引き上げが、60歳の女性とその夫の労

働供給を有意に高めたとの研究事例」17）を紹介している。

　また社会保障と財政健全化については、受益と負担を巡る現役世代と将来世代との「世代間

格差」18）の問題も避けて通ることはできない。佐藤・熊沢（2019）では、わが国においてすでに

大きな世代間格差が存在すること、「現実の政策立案・決定過程において負担の増加や受益の

削減を実施することは容易ではなく、先送りされる可能性が高い」19）こと、その「先送り」に

よって、世代間格差を是正するための負担がより一層重くなること等が指摘されている。

　このような「先送り」は、先に紹介した年金支給開始年齢引き上げや雇用の流動化といった

構造改革についても行われてしまう恐れがあり、これがさらに政治不信を助長するといった悪

循環に陥る可能性もある。世代間格差の改善を含めた社会保障制度の在り方を考えていくこと

が、ひいては少子化対策にもつながるものと考えることができるだろう。
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